
 資料１

重点施策

No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

①

人権尊重、男女共同参画に
係る広報・啓発

人権尊重や男女共同参画に
関する情報を市民や事業所
に対し、広報紙や啓発パン
フレット、市公式ウェブサ
イト、講演会等を通して啓
発していきます。

広報、パンフレット、市
ウェブサイト等による情報
提供

広報・市ウェブサイト等で
人権全般を啓発し、市民の
人権感覚の醸成を促進。
・「人権週間特集号」の発行
・「人権まんが冊子」の発行
・啓発パンフレットの作成
・懸垂幕の掲示
・人権啓発ビデオの貸し出
し

・「人権週間特集号」の発行
・「人権まんが冊子」の発行
・啓発パンフレットの作成
・懸垂幕の掲示
・人権啓発ビデオの貸し出
し

・人権週間特集号を発行
（37,000部）し、市内全
戸配布した。
・人権マンガ冊子を発行
（1,000部）し、市内小学
6年生へ配布した。
・女性活躍情報誌を発行
（38,000部）し、市内全
戸配布した。
・人権週間（12/4～10）
において、懸垂幕を掲示し
た。
・人権啓発ビデオの貸し出
しを実施した。

Ａ 1：継続

・「人権週間特集号」の発
行（38,000部）
・「人権まんが冊子」の発
行（1,000部）
※毎年、5つのテーマのう
ち２，３つのテーマを変更
している。
・女性活躍情報誌を発行
38,000部）し、市内全戸
配布予定
・懸垂幕の掲示（人権週間
にふれあいセンターで）
・人権啓発ビデオの貸し出
し（0件）

人権推進課

人権擁護委員の活動支援や
連携の強化を図ります。

人権擁護委員をはじめ、
国、愛知県との連携のほ
か、愛知人権啓発活動ネッ
トワーク協議会と協力し
て、幅広い啓発活動を実施.

人権教室
・令和２年８月
　秋竹小児童クラブにて開
催
・令和２年10月27日
（火）
　七宝北部・聖徳・大花に
て開催

人権教室（中止）
・令和2年8月8日
　秋竹小児童クラブにて開
催
　参加者70名
・令和２年10月27日
（火）
　七宝北部・聖徳・大花に
て開催
※事務局（人権推進課職
員）のみで実施

Ｃ 1：継続

人権教室
・令和3年8月開催予定
・令和3年10月22日
（金）
　篠田・五条にて開催予定

人権推進課

1)人権講演会開催事業 1)海部地区人権教育講演会
の開催を通じ、市民の人権
に対する意識を高める。

1)海部地区人権教育講演会
日時：令和２年8月７日
（金）午後2時～4時
講師：タレント　スマイ
リーキクチ氏
演題：インターネットと人
とのかかわり合い
～突然、僕は殺人犯にされ
た～
会場：甚目寺公民館大ホー
ル  （今年度は中止）

コロナのため中止

Ｅ 1：継続

1)海部地区人権教育講演会
日時：令和3年8月6日(金)
　　　午後2時～4時
講師：スマイリーキクチ氏
　　　（タレント）
演題：インターネットと
　　　人とのかかわり合い
　～突然、僕は殺人犯にされた
～
会場：甚目寺公民館大ホー
ル

学校教育課

「第２次あま市地域福祉計画」　令和２年度事業実績・令和３年度実施計画

 
②

人権教育・啓発の推進

「重点施策２②
　（計画書ｐ４８）」

人権に関する理解を深める
ために、家庭・地域・学
校・保育園・職場等あらゆ
る場を通して人権教育の充
実を図ります。
人権ふれあいセンター等の
身近な公共施設を地域福祉
の拠点として、人権教育・
啓発に関する学習講座・教
室の充実を図ります。

★基本方針　１. 地域コミュニティ参加への理解

 

（
１

）
人
権
の
尊
重
を
推
進
す
る

（評価基準） 全７３項目

Ａ：かなり取り組めた（100%以上実施）・・・・・２５

Ｂ：取り組めた（70%以上100%未満実施）・・・・・１７

Ｃ：ある程度取り組めた（40％以上70%未満実施）・・・・・１６

Ｄ：あまりできなかった（40%未満実施）・・・・・５

Ｅ：事業未実施・・・・・１０

1/20



No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

1-1)講演会の実施、人権作
文発表、ふれあいコンサー
ト、パネル・啓発作品の展
示。

1-1)人権講演会
日時：令和２年11月22日
（日）午後１時３０分～４
時
場所：あま市美和文化会館
大ホール他
内容：人権講演
募集人数：700名
その他：中学生による人権
作文発表、人権啓発パネル
展示

1-1)人権講演会（中止）
日時：令和2年11月22日
（日）午後１時３０分～４
時
場所：あま市美和文化会館
大ホール他
内容：人権講演
募集人数：700名
その他：中学生による人権
作文発表、人権啓発パネル
展示

Ｅ 1：継続

1-1)人権講演会
日時：令和3年11月21日
（日）
場所：あま市美和文化会館
大ホール他
内容：人権講演
募集人数：700名
その他：中学生による人権
作文発表、人権啓発パネル
展示

人権推進課

2)指導者養成のための学習
機会の提供・参加促進

2)人権教育の指導者を養成
する機会の充実、参加促進
に努める。

2)新任転任の教職員研修を
はじめ人権感覚を高める研
修会を実施。
日時：令和２年８月２７日
（木）
（会場：書面開催）

コロナのため書面開催 2)新任転任の教職員研修を
はじめ人権感覚を高める研
修会
日時：令和3年8月27日
(金)

3)あま市小中学校人権教育
研究会活動

3)あま市人権教育研究会を
中心に各校の人権教育を推
進する。

3)各校の授業実践等の資料
収集と啓発に資するため
に、人権教育研究紀要第1
１集を作成予定。

3)各校の授業実践等の資料
収集と啓発に資するため
に、人権教育研究紀要第1
１集を作成した。

3)各校の授業実践等の資料
収集と啓発に資するため
に、人権教育研究紀要第
12集を作成予定。

4)こころ豊かな子どもたち
を育む基盤づくり

4)主体的に判断し、よりよ
い生活を目指して行動でき
る人間を育てるための道徳
教育の実施。

4)道徳や総合的な学習等の
時間を通して、主体的な態
度の育成を図っていく。

4)各学校で道徳、総合的な
学習だけでなく、各教科や
行事を通して、主体的な態
度の育成を図った。

4)道徳や総合的な学習等の
時間を通して、主体的な態
度の育成を図っていく。

人権教育講演会の開催 市民、教職員、保育園職員
及びＰＴＡに対する人権啓
発の推進、人権意識の向上
及び人権問題の正しい理解
を目的として、あま市小中
学校人権教育研究会との共
催により人権教育講演会を
開催する。

令和2年度については、コ
ロナウイルス感染症対策の
ため中止と決定した。

令和２年５月２０日のあま
市小中学校人権教育研究会
にて新型コロナウイルスの
感染拡大が憂慮されたため
中止を決定した。 Ｅ 1：継続

令和3年度については、参
加対象の減員等の新型コロ
ナウイルス感染症対策を
取ったうえで開催する。

生涯学習課

1)人権研修の実施 1)保育に携わるすべての職
員を対象に人権についての
研修を行っている。

1)人権の気づきの学びのた
め研修を継続する。

・あま市保育園等職員人権
保育研修会の実施
日時：令和２年１１月１２
日（木）午後４時30分～
午後６時まで
場所：あま市美和文化会館
対象者：あま市保育園等職
員９１名
演題：「人権について」

Ａ 1：継続

・人権の気づきの学びのた
め研修を継続する。
・あま市保育園等職員人権
保育研修会の実施
日時：令和３年１１月２５
日（木）午後４時30分～
午後６時まで
場所：あま市美和文化会館
対象者：あま市保育園等職
91名
演題：「人権について」

子育て支援課

 
②

人権教育・啓発の推進

「重点施策２②
　（計画書ｐ４８）」

人権に関する理解を深める
ために、家庭・地域・学
校・保育園・職場等あらゆ
る場を通して人権教育の充
実を図ります。
人権ふれあいセンター等の
身近な公共施設を地域福祉
の拠点として、人権教育・
啓発に関する学習講座・教
室の充実を図ります。

 

（
１

）
人
権
の
尊
重
を
推
進
す
る

学校教育課

1：継続Ｄ
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

1-1)人権施策推進本部員・
幹事会人権研修及び職員人
権研修を実施する。（課長
以上）
①部落（同和）差別問題
日時：令和2年7月29日
（水）
②男女共同参画
日時：令和3年1月27日
（水）

1-1)人権施策推進本部員・
幹事会人権研修及び職員人
権研修を実施する。（課長
以上）
①部落（同和）差別問題
日時：令和2年7月29日
（水）　（中止）
②部落（同和）差別問題
日時：令和3年1月27日
（水）　（中止）

Ｃ 1：継続

1-1)人権施策推進本部員・
幹事会人権研修及び職員人
権研修を実施する。（課長
以上）
①性的マイノリティについ
て
日時：令和3年7月28日
（水）
②インターネットによる人
権侵害について
日時：令和4年1月26日
（水）

3：新規

1-1)人権施策推進本部会員
人権研修を実施する。
①性的マイノリティについ
て
日時：令和3年8月4日
（水）
②同和問題・部落差別につ
いて
日時：令和3年12月上旬

市職員がそれぞれの職務を
通して積極的に人権問題解
決に取り組む姿勢を確立す
るとともに、常に人権意識
をもって職務を遂行し、職
場におけるあらゆる人権問
題の解決を図ることを目的
とし実施する。

1-2)職員人権研修（受講人
数は各30名（主幹以
下））
①ハンセン病問題
日時：令和2年6月30日
（火）
②女性の人権
日時：令和2年9月24日
（木）
③部落（同和）差別問題
日時：令和3年2月2日
（火）

1-2)職員人権研修（受講人
数は各30名（主幹以
下））
①ハンセン病問題
日時：令和2年6月30日
（火）　（中止）
②女性の人権
日時：令和2年9月24日
（木）
③部落（同和）差別問題
日時：令和3年2月2日
（火）
（中止）

Ⅾ 1：継続

1-2)職員人権研修（受講人
数は各30名）
①ハンセン病問題
日時：令和3年6月22日
（火）
②性的マイノリティについ
て
日時：令和3年9月22日
（水）
③障がいのある人の人権
日時：令和4年2月中旬

2)人権教育の実施 2)あま市における保育所人
権保育指針を基に子どもた
ちに人権についての教育を
進めている。

2)人権委員会を中心に子ど
もたちの人権について話し
合い学び、実践を継続す
る。

・人権委員会の実施（４回
実施）
①令和２年７月７日（火）
②令和２年９月２４日
（木）
③令和２年１１月９日
（月）　④令和２年１２月
１４日（月）
○内容：「４つのカテゴ
リーについての保育場面の
実践記録」

Ａ 1：継続

・人権委員会を中心に子ど
もたちの人権について話し
合い学び、実践を継続す
る。
①令和３年6月14日（月）
②令和3年９月16日（木）
③令和3年11月1日（月）
④令和3年12月3日（金）
○内容：「４つのカテゴ
リーについての保育場面の
実践記録」（令和2年度か
ら3年間の取り組みで2年
目）

子育て支援課

③

同和教育及び啓発の推進 同和問題に対する正しい理
解を深め差別意識を解消す
る取組として、啓発資料の
作成や学習機会、情報提供
の充実を図ります。

1)広報紙や市公式ウェブサ
イトによる啓発

1)広報紙に部落（同和）差
別問題に関する啓発記事を
掲載し、人権尊重意識の普
及高揚に努める。

1)広報紙に部落（同和）差
別問題に関する啓発記事を
掲載し、人権尊重意識の普
及高揚に努める。

1)人権週間特集号にて、部
落（同和）差別問題に関す
る記事を掲載した。

1)広報紙に部落（同和）差
別問題に関する啓発記事を
掲載し、人権尊重意識の普
及高揚に努める。

2)パンフレットなど啓発資
料の作成・配付

2)啓発パンフレットを講演
会や講座等において参加者
に配布し、また、各施設の
窓口に配置して、広く情報
提供、啓発を行う。

2)啓発パンフレットを講演
会や講座等において参加者
に配布し、また、各施設の
窓口に配置して、広く情報
提供、啓発を行う。

2)啓発パンフレットを講演
会や講座等において参加者
に配布した。

2)啓発パンフレットを講演
会や講座等において参加者
に配布し、また、各施設の
窓口に配置して、広く情報
提供、啓発を行う。

 
②

人権教育・啓発の推進

「重点施策２②
　（計画書ｐ４８）」

人権に関する理解を深める
ために、家庭・地域・学
校・保育園・職場等あらゆ
る場を通して人権教育の充
実を図ります。
人権ふれあいセンター等の
身近な公共施設を地域福祉
の拠点として、人権教育・
啓発に関する学習講座・教
室の充実を図ります。

 

（
１

）
人
権
の
尊
重
を
推
進
す
る

Ｃ 1：継続

1-1)人権意識を高め、人権
の視点に立った職務の遂行
と人権問題の解決に向け地
域における推進的役割を担
える職員を育成するため、
各種人権研修を充実する。

人権推進課

人権推進課
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

3)部落（同和）差別問題研
修事業

3)部落（同和）差別問題の
解決に向け、研修を実施す
る。

3)職員人権研修
部落差別に至るまでの歴史
的背景を学び、正しい認識
を持つ事によって部落（同
和）差別問題の解決を図
る。
部落（同和）差別問題
日時：令和3年2月2日
（火）
午後2時から午後3時30分
まで
場所：人権ふれあいセン
ター
参加予定人数：30名（主
幹以下）

3)職員人権研修
部落差別に至るまでの歴史
的背景を学び、正しい認識
を持つ事によって部落（同
和）差別問題の解決を図
る。
部落（同和）差別問題
日時：令和3年2月2日
（火）
午後2時から午後3時30分
まで
場所：人権ふれあいセン
ター
参加予定人数：30名（主
幹以下）　（中止）

3)人権施策推進本部会員人
権研修
部落差別に至るまでの歴史
的背景を学び、正しい認識
を持つ事によって部落（同
和）差別問題の解決を図
る。
部落（同和）差別問題
同和問題・部落差別につい
て
日時：令和3年12月上旬
午後2時から午後3時30分
まで
場所：本庁舎
参加予定人数：34名

④

多文化共生社会の推進 外国人の人権を尊重する意
識の普及・啓発の推進を図
り、互いの文化を学ぶ機会
を充実させる等、在住外国
人が身近な地域において安
心して暮らしやすいまちづ
くりを進めます。

市職員や教職員に対する国
際感覚を身につけるための
研修を充実します。

市職員や教職員に対する研
修に、国際感覚を養う内容
を充実させる。

市民人権講座の開催をテー
マ（各分野）を決めて、年
３回実施予定。

新型コロナウイルスの感染
拡大予防により１回のみの
実施となった。
　・日時：令和３年9月24
日（木）
　・テーマ：「外国人の人
権」
　・参加人数：30名

Ｄ 1：継続

例年と同様、市民人権講座
の開催をテーマ（各分野）
を決めて、年３回実施予
定。

人権推進課

啓発パンフレットなどの配
布

啓発パンフレットを講演会
や講座等において配布す
る。また、各施設の窓口に
パンフレットを配置し、啓
発を行う。

各施設の窓口にパンフレッ
トを配置し、情報提供、啓
発を図る。

各施設の窓口にパンフレッ
トを配置し、情報提供、啓
発を図った。

Ａ 1：継続

各施設の窓口にパンフレッ
トを配置し、情報提供、啓
発を図る。

人権推進課

合理的配慮に関する啓発チ
ラシの作成・配布

海部東部障害者総合支援協
議会の権利擁護支援部会に
おいて、障がいのある人へ
の合理的配慮に関する４コ
マ漫画を作成し、関係機関
への配布を行う。

海部東部障害者総合支援協
議会の権利擁護支援部会に
おいて令和元年度に製作し
た災害時のためのコミュニ
ケーションボードを指定避
難所に設置し、障がいのあ
る人の被災時のスムーズな
意思疎通のためのツールと
する。

4コマ漫画を掲載した障害
福祉マップの配布を継続す
るとともに、市内４１避難
所にコミュニケーション
ボードを設置した。

Ａ 1：継続

コミュニケーションボード
を更に充実させるため、指
文字のページを追加する。
また、新型コロナウイルス
ワクチンの接種会場にも設
置することで、ワクチン接
種においても合理的配慮の
徹底を図る。

社会福祉課⑤

障害者差別解消法の周知・
啓発

障がいのある人への差別解
消の取組として、市民に対
して広報紙、市公式ウェブ
サイトでの障害者差別解消
法の周知や海部東部障害者
総合支援協議会による講演
会等の啓発活動を行ってい
きます。
市職員については、職員対
応要領により窓口対応の向
上を図り、市職員の差別解
消に関する研修会を継続し
て実施していきます。

 

（
１

）
人
権
の
尊
重
を
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す
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Ｃ 1：継続

人権推進課
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

福祉実践教室等の実施 総合的な学習の時間で、福
祉をテーマにした学習を実
践する.

福祉体験教室をの実施を9
校で予定。

令和2年9月9日(水)甚目寺
小学校での開催をかわきり
に、福祉体験教室を9校で
実施した。

Ｂ 1：継続

令和3年6月17日(木)美和
東小学校での開催をかわき
りに、福祉体験教室の実施
を10校で予定している。

学校教育課

福祉教育の一環として、市
内の小・中・高等学校19
校すべてが社会福祉協力校
として福祉体験を実施

小さい頃から思いやりや支
え合いの心を育んでいくた
め、福祉実践教室では障が
い者等が身近に感じれるよ
う体験をする。また、認知
症への対応を学ぶ。
１０年後、２０年後におけ
る地域の担い手を育ててい
く。

他の市町村の状況を確認
し、福祉実践教室のみでは
なく、他の機会も計画でき
るように働きかけていく。
また、園児との交流の機会
も増加できるよう働きかけ
ていく。

市内すべて　１９校委嘱
福祉実践教室　９校実施

新型コロナウイルスの影響
で福祉実践教室の実施校が
減少。また、園児との交流
等の行事もできなかった。

Ｃ 1：継続

福祉実践教室に関しては、
コロナ禍においても、あま
市内の全校で実施出来るよ
う、感染対策を行い、工夫
し計画をしていく。また、
感染対策を行い園児との交
流等、他の行事も計画して
いく。

社会福祉課

⑦

障がいの特性についての周
知・啓発

障がいの特性について、広
報紙や市公式ウェブサイト
で周知し、理解を深めま
す。

冊子「障がいがある方たち
の災害２４時」による啓発
活動

各障がいの特性とそれに応
じた災害時の対応を紹介す
る冊子を配布することで、
啓発活動を行う。

引き続き「災害２４時」の
啓発を行う。ただし、新型
コロナウィルス感染症の感
染拡大防止を鑑み、自治防
災会の会合等、小規模な場
での啓発を実施していく。

新型コロナウイルス感染症
の影響で中止となった会合
等が多くある中で、「災害
２４時」の啓発活動を１回
実施（事業所：カラフル甚
目寺にて）し、約３０名に
説明した。

Ａ 1：継続

引き続き新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止に留意
しながら、可能な限り「災
害２４時」の啓発を実施し
ていく。

社会福祉課

⑧

認知症高齢者への理解 認知症サポーター養成講座
の定期的な開催によりサ
ポーターの普及に努めるこ
とで、認知症に対する正し
い知識や理解から認知症高
齢者と家族への支援を含め
た、地域で支える仕組みづ
くりを進めていきます。

認知症について正しく理解
し、本人やその家族を見守
る認知症サポーターを養成
する。

一般市民や市内中学生、各
種団体等を対象に認知症サ
ポーター養成講座を開催し
ていく。

中学校や一般住民、事業所
に向けに講座を開催する。

実施状況
 4/17 高齢福祉課新人職員
 6/25 あま市新人職員研修
 9/17 配食事業者と一般
 11/10 民生委員美和地区
 11/11 民生委員甚目寺地
区
 11/26 民生委員七宝地区
 12/2 ネット員美和
 12/4 ネット員七宝
 12/18 交通指導員
 3/29 地域住民及び美容師

　市新規職員　　　  24人
　民生委員　　　　108人
　ボランティア　　  42人
　配食事業者             ２人
　美容師　　　　　　 ５人
　交通指導委員　　  20人
　市民　　　　　　  13人
　　計　　　　　　214人

Ｂ 1：継続

中学校や一般住民、事業所
向けに講座を開催する。

高齢福祉課

あま市虐待等防止ネット
ワークによる高齢者虐待防
止

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催すると
ともに、緊急対応が必要な
事例や複雑な事例などの場
合には、それぞれの機関が
事例ごとに対処する。

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催し、高
齢者虐待についても介護施
設等と連携を行い対応して
いく。

令和3年2月にあま市虐待
等防止ネットワーク協議会
を書面会議にて開催し、各
種関係機関と事例について
の検討を行った。

Ａ 1：継続

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催し、高
齢者虐待についても介護施
設等と連携を行い対応して
いく。

高齢福祉課

 

（
１

）
人
権
の
尊
重
を
推
進
す
る

⑥

福祉教育の推進

「重点施策２②
（計画書ｐ４８）」

学校教育において、様々な
学習機会を通じ、地域福祉
への理解を深めていきま
す。
市社協では、市内の小学
校・中学校・高等学校を社
会福祉協力校として指定
し、手話・点字・車いす及
び盲導犬等の福祉体験（福
祉実践教室）を行い、各学
校の福祉に関する取組を支
援します。

 
⑨

虐待防止への体制整備 虐待防止・早期発見のため
に、虐待等防止ネットワー
ク協議会でケース検討や啓
発活動を行い、医療、教
育、福祉、行政、司法、警
察等地域の関係機関と協働
したセーフティーネットの
構築を図ります。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

1)代表者会議、実務者会議
の実施

実務者会議を行い、各組織
との連携を密に行うこと
で、虐待防止や発生時の支
援体制の協議をスムーズに
行う。

1)代表者会議、実務者会議 実務者会議　12回
代表者会議    0回

・代表者会議、実務者会議
・啓発のための活動

2）虐待防止のための啓発
活動の実施

2)啓発のための活動 街頭啓発　3回 ・啓発のための活動

障がい者虐待防止に関する
講演会の実施

保護者・支援者に向けた講
演会を実施し、虐待防止に
関する意識を高める。

引き続き虐待等防止ネット
ワーク協議会でケース検討
や啓発活動を行い、又、児
童・高齢者・障がいのある
人といった対象を限定せ
ず、人権尊重の観点から虐
待防止にかかる講演会を開
催する。

新型コロナウイルス感染症
の影響により講演会の開催
は中止となったが、ケース
検討や啓発活動といった虐
待防止への取り組みを虐待
等防止ネットワーク協議会
により実施した。

Ａ 1：継続

引き続き虐待等防止ネット
ワーク協議会でケース検討
や啓発活動を行うととも
に、海部東部障害者総合支
援協議会において、障がい
のある人への虐待の防止に
関する講演会の開催を検討
していく。

社会福祉課

1)虐待等防止ネットワーク
協議会に参加し、ケース検
討や啓発活動を行う。

1)虐待等防止ネットワーク
協議会に参加し、街頭啓
発、乳幼児健診において啓
発グッズの配付。
・ 虐待予防のためのリーフ
レット配付及び相談体制の
充実。

1)虐待等防止ネットワーク
協議会に参加し、街頭啓
発、乳幼児健診において啓
発グッズの配布を継続す
る。乳幼児健診において啓
発グッズの配布を継続。
 ・乳児全戸訪問にて、チラ
シの配布。

1)虐待等防止ネットワーク
協議会に年6回参加。
（啓発活動）
・街頭啓発活動への参加…
11月10日（火）、12日
（木）、17日（火）
・母子手帳交付時、乳幼児
健診にて啓発グッズを配布
…1,357個
 ・乳児全戸訪問にて、チラ
シの配布…621枚

虐待等防止ネットワーク協
議会に参加しケース検討や
啓発活動を実施する。
（啓発活動）街頭、母子手
帳交付時、乳幼児健診、乳
児全戸訪問において啓発
グッズの配布を継続。

2)児童相談所、子育て支援
課と連携して対応する

2)健康推進課で虐待疑いの
相談を受けた場合、子育て
支援課、必要に応じて児童
相談所と連携。

2)乳幼児健診、相談等にお
いて相談体制の充実をはか
る。

乳幼児健診、育児相談（年
36回）を実施。※新型コ
ロナウイルスによる緊急事
態宣言中は中止

乳幼児健診、相談等におい
て相談体制の充実をはか
る。

虐待等に関する相談・通報
事業

児童生徒虐待等に関する相
談・通報を受付ける。

学校において児童生徒虐待
等の緊急性を要する問題が
生じた場合、各関係部署と
連携して問題を解決するた
め学校支援会議を開催す
る。

学校において児童生徒虐待
等の緊急性を要する問題が
生じたため、各関係部署と
連携して学校支援会議を開
催した。(5件) Ｂ 1：継続

学校において児童生徒虐待
等の緊急性を要する問題が
生じた場合、各関係部署と
連携して問題を解決するた
め学校支援会議を開催す
る。

学校教育課

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催すると
ともに、緊急対応が必要な
事例や複雑な事例などの場
合には、それぞれの機関が
事例ごとに対処する。

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会に参加する。

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会に参加した。

Ｃ 1：継続

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会に参加する。

人権推進課

 

（
１

）
人
権
の
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Ｂ 1：継続

 
⑨

虐待防止への体制整備 虐待防止・早期発見のため
に、虐待等防止ネットワー
ク協議会でケース検討や啓
発活動を行い、医療、教
育、福祉、行政、司法、警
察等地域の関係機関と協働
したセーフティーネットの
構築を図ります。

Ｂ 1：継続

健康推進課

子育て支援課
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

①

地域コミュニティ参加の重
要性等の周知

広報紙や市公式ウェブサイ
ト、ＳＮＳ等で地域の現
状、地域コミュニティへの
参加の必要性、地域共生社
会の意義等を周知していき
ます。

広報、社協だより、市公式
ウェブサイト、LINE等によ
る情報提供

保護司や民生委員・児童委
員、日赤奉仕団員に対し、
講演会やイベント等の情報
提供や参加の促進。

講演会やイベント等の内容
により適宜情報提供を行
い、参加促進に努める。

新型コロナウイルス感染症
の影響により地区定例会を
書面会議とした月もあった
が、定例会の開催が可能な
月においては関係各課で実
施する講演会や学習会等の
周知及び参加の促進に努め
た。

Ｂ 1：継続

講演会やイベント等の内容
により適宜情報提供を行
い、参加の促進に努める。

社会福祉課

ポスティングや回覧、チラ
シ、市公式ウェブサイト、
会議等で参加依頼

会議やイベント等で依頼
し、参加してもらい地域の
つながり強めてもらう。

市民が引き続き、地域活動
へ参加できるような企画内
容、またＰＲ行っていく。

コロナ禍において各事業の
中止が続いたが、一方でふ
れあいいきいきサロンの実
施により地域活動は行っ
た。また、生活支援体制整
備事業等と連携し、地域活
動へ参加促進を図った。

Ｃ 1：継続

ふれあいいきいきサロンに
おいては、市内全区で実施
できるように関係機関と連
携する。また、withコロナ
として、サロンが開催でき
るようにスタッフ等と工夫
をしていく。

社会福祉課

第３回あまのわ（市民活動
祭）の実施、周知。

・市民に広く知ってもらう
機会に加え、市内の市民活
動団体の活動発表や魅力に
ついて発信する機会を創出
する。
・市民活動団体がイベント
を主体となって参画するこ
とで、市民協働を推進して
いく意識の醸成を図る。
・行事のチラシの全戸配布
や情報誌の回覧を通して、
地域活動や行事への参加促
進を促す。

新型コロナウィルス感染症
拡大防止のため中止

当初は実施予定であった
（事業実施に係る予算計上
していた）が、新型コロナ
ウィルス感染症拡大防止の
ため中止とした。

Ｅ 1：継続

あまのわ運営業務を市内Ｎ
ＰＯ団体に委託する。
秋頃に実施予定。
オンライン配信や参加がで
きるコンテンツを用意す
る。
ＳＮＳを活用し、参加者へ
周知する。

企画政策課

 

（
２

）
地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
参
加
へ
の
周
知
・
啓
発
を
図
る

②

地域活動や行事への参加促
進

「重点施策１①
（計画書ｐ４７）」

地域におけるふれあい・い
きいきサロン等の活動や市
民活動祭・ボランティア
フェスティバル「あまの
わ」等のイベントを通し
て、地域活動を周知し、参
加を促進していきます。
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重点施策

No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

定期的な会議の開催 年１２回　社会福祉課、高
齢福祉課と社協幹部の連絡
調整会議を開催し、情報共
有や意見交換、方向性等調
整している。

引き続き実施していく。 連絡調整会議については新型
コロナウイルス感染対策とし
て協議が必要な場合のみの開
催とし計２回行った。その他
の連携として、「成年後見制
度利用促進協議会」や「権利
擁護ケース検討会議」、「地
域包括支援センター連絡会」
や「ケース検討会」等、社協
の各担当者と随時、調整会議
を開催した。

Ｂ 1：継続 社会福祉課、高齢福祉課と
社協幹部の連絡調整会議に
ついては、昨年同様、協議
が必要な場合の開催とす
る。また、市からの委託事
業における各担当課との調
整会議については随時開催
していく。

社会福祉課

高齢者が住み慣れた地域で
安心した生活をしていくこ
とができるように、介護保
険以外のサービスを含め
て、高齢者や家族に対する
総合的な支援を行う。

高齢者を総合的に相談・支
援するとともに、委託先の
社協包括など関係機関と連
携しながら適切な対応に取
り組んでいる。

高齢者を総合的に相談・支
援するとともに、委託先の
社協包括など関係機関と連
携し適切に対応していく。

高齢者を総合的に相談・支援
するとともに、委託先の社協
包括など関係機関と連携し適
切に対応した。

Ａ 1：継続 高齢者を総合的に相談・支
援するとともに、委託先の
社協包括など関係機関と連
携し適切に対応していく。

高齢福祉課

②

民生委員・児童委員等との
連携強化

民生委員・児童委員活動に
おいて、市民の多様な相談
内容に対応できるよう、支
援等を実施していきます。

定期的な会議の開催 月１回、役員会と定例会を
３地区民児協で開催し連携
を密に図るとともに、市民
協としての役員会も随時開
催し、委員のニーズを常に
把握する。

役員会及び定例会ともに会
議が再開となるまでは３地
区協議会長と綿密に連絡を
取り、書面会議にて委員へ
の連絡・周知を行う。ま
た、会議の再開となった折
には年間予定どおり役員会
及び定例会の開催、そして
市民協役員会も随時開催す
る。

新型コロナウイルス感染拡大
防止対策として書面会議とし
た月もあったが、市民協役員
会は8回開催し、地区定例会
については七宝地区7回、美
和地区7回、甚目寺地区7回
と年間を通じて計29回の役
員会及び定例会を開催した。

Ｃ 1：継続 年間通して、市民協として
12回の役員会及び地区民協
で36回の定例会を開催する
予定。

社会福祉課

③

地域包括ケアシステムの深
化・推進

地域包括ケアシステムの構
築に向けて、ＮＰＯ、ボラ
ンティア、民間事業者、地
域団体等、多様な主体と行
政が協力・連携を図り、地
域の理解を得ながら協働の
体制づくりを進めていきま
す。

ICTを活用した医療と介護
サービスの連携

登録事業所及び登録者（対
象者）の拡充を行い、医療
と介護の連携がスムーズに
なるように支援を行ってい
く。

登録事業所及び登録者（対
象者）の拡充を行い、医療
と介護の連携がスムーズに
なるように支援を行ってい
く。

利用施設登録数　94事業所
利用者数　　　　 209人
患者登録数　　　  １２人

医療と介護の連携の他、新型
コロナウイルス等の情報共
有・意見交換を行った。

Ｃ 1：継続 引き続き登録事業所及び登
録者（対象者）の拡充を行
い、医療と介護の連携がス
ムーズになるように支援を
行っていく。 高齢福祉課

「第２次あま市地域福祉計画」　令和２年度事業実績・令和３年度実施計画

★基本方針　２. 福祉コミュニティの構築

①

社協との連携強化 市社協は、公私協働の福祉
のまちづくりを目指し、地
域福祉の推進役として活動
し て い ま す 。 平 成 30 年
（2018年）４月から地域
包括支援センターを市より
受託し、高齢者等に対する
相談支援を行っています。
その他、高齢福祉、障がい
福祉等、市から様々な事業
を受託しており、今後もよ
り緊密な連携を図るため、
調整会議を実施していきま
す。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

高齢者見守りネットワーク
事業では、民間事業者等と
の連携を進めていきます。

行政・民間・地域等が連携
していけるよう会議を通し
てネットワークを拡充して
いく。

市内薬局・ドラッグストア
と高齢者見守り協力に関す
る協定の締結した。新たに
営業を開始するドラッグス
トア等に協力を求めてい
く。

新聞販売店　　 12事業所
金融機関　　    17事業所
ライフライン　 52事業所
配食宅配事業者 11事業所
生鮮食料品店　 14事業所
薬局・ドラッグストア
　                   21事業所
高速道路会社　  １事業所
警備保障会社　  １事業所

Ａ 1：継続 新たに営業を開始する事業
者に協力を求めていく。

高齢福祉課

1)市民活動センターと連携
し、市民協働に関する支援
を行う。

1)市民活動センターの指定
管理者と定期的にミーティ
ングを行い、市内の市民活
動、ボランティアについ
て、情報の共有を行い、包
括的な支援を行う。

1)引き続き、情報共有の場
を提供するために毎月ミー
ティングを行う。

1)引き続き、情報共有の場を
提供するために毎月ミーティ
ングを行った。

1)引き続き、情報共有の場
を提供するために毎月ミー
ティングを行う。

2)市民協働ガイドブックの
見直し。

2)協働のすそのを広げるた
めに、まちづくり委員会に
て、市民活動・協働ガイド
ブックの見直しを行う。

2)市民活動・協働ガイド
ブックジュニア版及びヤン
グ版を小学校に配布する。

2)市民活動・協働ガイドブッ
クジュニア版及びヤング版を
小学校に配布した。

2)市民活動・協働ガイド
ブックジュニア版及びヤン
グ版を小学校に配布する。
なお、対象者は小学３年生
及び小学５年生とし、ガイ
ドブックは必要に応じて随
時更新する。

◆ネット員登録者数１２２人
◆利用登録件数　　２３６件
内訳
　見守り５１件（新規３件）
　声掛け４６件（新規４件）
　安心電話１０７件（新規１
４件）
　お助け
　ゴミ出し３１件（新規２
件）
　　買い物支援　１件
・ネット員会議、研修、視察
等
　第1回6月⇒中止
　第2回9月（合同研修「傾
聴ボランティア養成講座」を
実施）
　第3回12月（3地区でネッ
ト員会議を実施：認知症サ
ポーター養成講座を兼ねる）
　第4回３月（合同視察研修
として豊田市へ赴く予定だっ
たが、新型コロナウイルス感
染拡大防止の為に中止し、
「ボランティアステップアッ
プ講座」を合同研修とした）
◆課題
　社協が実施主体となる当該
事業だけで、市内全域に対す
る生活支援ニーズへの対応は
困難。並行的に地域での生活
支援ボランティア活動の推進
支援を実施する必要性があ
る。又、コロナ禍で減少傾向
にある依頼数とボランティア
登録者数の回復傾向にある。

Ｄ 1：継続 ・住み慣れた地域で誰もが
安心して暮らしていけるよ
うに、地域のボランティア
が一人暮らし高齢者や高齢
者世帯等に対し、見守り・
声掛け・電話等による安否
確認や、ゴミ出し等のお助
け活動を継続的に実施す
る。
・安心支え合いネットワー
ク事業ネット員会議の開催
ネット員相互による情報伝
達や意見交換を図り、円滑
な事業運営を図る目的で実
施する。
第1回6月（3地区）、第2
回9月（合同研修）、第3回
12月（3地区）、第4回2
月（合同視察研修）
・直接訪問しない、電話に
よる安否確認の登録を推奨
する。

安心支え合いネットワーク
事業では、年４回打合せ会
を実施

打合せ会では、日頃の「見
守り」「声かけ」「安心電
話」「お助け」活動に対し
て、意見交換や連絡調整を
行います。うち１回は先進
地視察も行い、ボランティ
ア（ネット員）の交流やス
キルアップにつなげてい
く。

市内全域ニーズに対応する
ため、地域のおける生活支
援ボランティアを推進でき
るように、働きかけてい
く。

④

地域の見守りネットワーク
の確立

安心支え合いネットワーク
事業（市社協）では、65歳
以上のひとり暮らし高齢者
等が住み慣れた地域で安心
して暮らしていけるよう
に、地域のボランティア
（支え合いネット員）が、
ひとり暮らし高齢者等に対
す0る見守り、声かけ等の
安否確認を行っています。
今後も、ボランティアの養
成を行い、事業体制の充実
を図ります。

また、高齢者見守りネット
ワーク事業では、市内金融
機関や新聞販売店・薬局・
ドラックストア等「あま市
高齢者地域見守り協定」を
結んだ民間事業所と連携
し、高齢者を見守るネット
ワークを形成しています。
今後も民間事業者等との連
携を進めていきます。

⑤

ＮＰＯ団体・市民ボラン
ティア等との連携推進

「重点施策３①
（計画書ｐ４９）

市民活動センターを拠点と
して活動しているＮＰＯ団
体や市民ボランティア等
に、活動充実に向けた支援
による市民協働を促進して
いきます。
子育て支援においては、子
育て支援団体のネットワー
ク会議を行ない情報共有や
意見交換を行っていきま
す。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

「あま市子育て支援事業関
係団体等とのネットワーク
会議」を毎年1回開催

「あま市子育て支援事業関
係団体等とのネットワーク
会議」を毎年1回開催し、
情報共有や意見交換を行
い、各関係団体との連携を
図ります。

「あま市子育て支援事業関
係団体等とのネットワーク
会議」を継続して開催す
る。

「あま市子育て支援事業
関係団体等とのネット
ワーク会議」を令和3年1
月13日に開催した。

Ａ 1：継続 「あま市子育て支援事業
関係団体等とのネット
ワーク会議」を継続して
開催する。

子育て支援課

⑥

生活支援体制整備事業にお
ける協議体の設置と連携推
進

「重点施策１②
（計画書ｐ４７）

高齢者の身近な生活を支援
する環境づくりを進めるた
めに、地域で多様な主体が
参画する「協議体」を設置
し、定期的な情報共有・連
携強化を行っていきます。
地域との連携のカギとなる
のは行政とボランティア団
体等の橋渡し役である生活
支援コーディネーターであ
り、生活支援におけるサー
ビス・社会資源の充実と住
民主体による体制づくりの
啓発活動を推進していきま
す。

生活支援コーディネーター
を配置し生活支援・介護予
防の充実に向け、ボラン
ティア等の生活支援の担い
手の養成・発掘、社会資源
の開発やネットワーク化を
図る。生活支援体制整備協
議体を設置し多様な主体間
の情報の共有、連携及び協
働による資源開発等の推進
について協議する。

第1層協議体の企画・運営
については市が実施し、生
活支援コーディネーター業
務と第2層以下の協議体の
企画・運営についてはあま
市社会福祉協議会に委託し
ており、七宝・美和・甚目
寺の3地区に協議体を設置
している。

<生活支援体制整備協議体会
議>
 (第1層)６月頃に第１層第
２層の構成委員や希望者に
学習会を開催し、９月頃ま
でに第１層の会議を実施。

（第2層） 社会福祉協議会
へ生活支援コーディネー
ターと共に委託。七宝、美
和、甚目寺各地区協議体の
会議を複数回、３地区合同
会を開催予定。それぞれ地
域資源の確認、課題を抽出
検討する。

第１層　未実施
※新型コロナウイルス感染症
　拡大防止のため、開催を中
　止とした。
第２層　6回実施

コーディネーターによる地域
資源の把握　２５回
《地域資源》
ヘルシー玄米食堂、移動スー
パーわいわい、ラジオ体操、
お茶の会、元気ですか！顔合
わせ会、つなぐ市場、クリー
ン活動、みまもーるサービス
＆豆腐販売、甚目寺プロギン
グ、伊福お助け隊等

Ｂ 1：継続 <生活支援体制整備協議体会
議>

（第1層）
構成員を再考し地域課題の
抽出検討をしていく。

（第2層）
社会福祉協議会へ生活支援
コーディネーターと共に委
託。七宝、美和、甚目寺各
地区協議体の会議を複数
回、３地区合同会を開催予
定。それぞれ地域資源の確
認、課題を抽出検討する。

高齢福祉課

⑦

学校と地域の連携推進

「重点施策１③
（計画書ｐ４７）

1)地域学校協働活動推進員
の力量向上。

1)地域学校協働活動推進員
としての力量向上を図るた
めに、県教育委員会主催の
地域コーディネーター研修
会等、各種研修会へ参加す
る。

1)地域学校協働活動推進員
としての力量向上を図るた
めに、県教育委員会主催の
地域コーディネーター研修
会等、各種研修会へ参加す
る。

1)県教育委員会主催の地域
コーディネーター研修会が新
型コロナウイルス感染拡大防
止のため中止となり、同様の
理由で市教育委員会主催で１
２月に開催を予定していた地
域コーディネーター研修会も
中止となった。

1)地域学校協働活動推進員
としての力量向上を図るた
めに、県教育委員会主催の
地域コーディネーター研修
会等、各種研修会へ参加す
る。

2)運営委員会の開催。 2)地域学校協働活動の活動
内容を把握するとともに、
地域学校協働活動推進員間
の情報共有及び情報交換を
目的として、運営委員会を
７月、11月、３月に開催す
る。

2)地域学校協働活動の活動
内容を把握するとともに、
地域学校協働活動推進員間
の情報共有及び情報交換を
目的として、運営委員会を
７月、11月、３月に開催す
る。

2)地域学校協働活動の活動内
容を把握するとともに、地域
学校協働活動推進員間の情報
共有及び情報交換を目的とし
て、運営委員会を令和２年８
月４日、11月20日及び令和
3年3月17日に開催した。

2)地域学校協働活動の活動
内容を把握するとともに、
地域学校協働活動推進員間
の情報共有及び情報交換を
目的として、運営委員会を
8月、11月、３月に開催す
る。

3)啓発用リーフレットの作
成及び配布。

3)より多くの地域ボラン
ティアを確保するために、
啓発用リーフレットを作成
し、11月に各戸配布する。
また、各小中学校からの支
援要請に対応するため、市
民活動センター、各種団体
とも随時連携し、より幅広
い層の地域ボランティアを
確保する。

3)より多くの地域ボラン
ティアを確保するために、
啓発用リーフレットを作成
し、11月に各戸配布する。
また、各小中学校からの支
援要請に対応するため、市
民活動センターとの連携、
各種団体への協力依頼をす
ることで、より幅広い層の
地域ボランティアを確保す
る。

3)より多くの地域ボランティ
アを確保するために、啓発用
リーフレットを作成し、11
月に各戸配布した。また、市
民活動センターへ地域ボラン
ティアの情報を随時提供する
とともに、学校からの支援要
請に対し、地域ボランティア
へ参加依頼をして地域学校協
働活動を実施した。

3)より多くの地域ボラン
ティアを確保するために、
啓発用リーフレットを作成
し、11月に各戸配布する。
また、各小中学校からの支
援要請に対応するため、市
民活動センターとの連携、
各種団体への協力依頼をす
ることで、より幅広い層の
地域ボランティアを確保す
る。

地域と学校をつなぐ地域学
校協働活動推進員の配置や
地域学校協働活動の担い手
となる保護者、ＰＴＡ、団
体等幅広い地域住民等の参
画を得て、地域全体で子ど
もたちの学びや成長を支え
るとともに、「学校を核と
した地域づくり」を目指し
て、地域と学校が相互に
パートナーとして連携・協
働し、地域学校協働活動を
推進していきます。

⑤

ＮＰＯ団体・市民ボラン
ティア等との連携推進

「重点施策３①
（計画書ｐ４９）

市民活動センターを拠点と
して活動しているＮＰＯ団
体や市民ボランティア等
に、活動充実に向けた支援
による市民協働を促進して
いきます。
子育て支援においては、子
育て支援団体のネットワー
ク会議を行ない情報共有や
意見交換を行っていきま
す。

 

（
１

）
地
域
で
の
連
携
・
協
力
体
制
を
構
築
す
る

生涯学習課

Ｃ 1：継続
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

4)地域学校協働本部だより
の作成及び配布。

4)地域学校協働本部だより
（仮称）等の広報紙の発
行、市公式ウェブサイトへ
の活動内容の掲載を随時行
う。

4)年２回地域学校協働本部
だよりの発行をはじめ、市
公式ウェブサイトへの活動
内容の掲載を随時行う。

4)「地域学校協働本部だより
第3号」を10月1日に発行
し、地域ボランティアへ郵送
するとともに、各公民館に配
置し、また、市公式ウェブサ
イトへの活動内容の掲載を
行ったが、新型コロナウイル
ス感染拡大防止に伴う学校行
事の中止により、地域学校協
働本部への活動要請が減少し
たため、地域学校協働本部だ
よりの発行は年１回となっ
た。
"

4)年２回地域学校協働本部
だよりの発行をはじめ、市
公式ウェブサイトへの活動
内容の掲載を随時行う。

5)市民活動センター、各種
団体との連携。

5)様々なボランティアや地
域活動を支援する人材確保
のため、地域学校協働本部
地域ボランティア登録申請
書に市民活動センターへの
登録について併記する。

5)様々なボランティアや地
域活動を支援する人材確保
のため、地域学校協働本部
地域ボランティア登録申請
書に市民活動センターへの
登録について併記する。

5)様々なボランティアや地域
活動を支援する人材確保のた
め、地域学校協働本部地域ボ
ランティア登録申請書に市民
活動センターへの登録につい
て併記するとともに、市文化
協会及び市女性の会への協力
要請を行い、13団体から協
力要請に応じるとの回答を得
た。

5)様々なボランティアや地
域活動を支援する人材確保
のため、地域学校協働本部
地域ボランティア登録申請
書に市民活動センターへの
登録について併記する。

1)３者間の連携を強め、ボ
ランティアが活動しやすい
環境づくり。

1)地域学校運営ボランティ
ア登録用紙と同じ用紙で、
市民活動センターへの個人
ボランティア登録の意思を
確認する文言を追加し、確
認が取れれば登録を行う。

1)引き続き、地域学校運営
ボランティア登録と同じ用
紙で、市民活動センターへ
の個人登録を促す。

地域学校運営ボランティア登
録と同じ用紙で、市民活動セ
ンターへの個人登録を促し
た。
個人登録の意向を示した方は
10名。

1)引き続き、地域学校運営
ボランティア登録と同じ用
紙で、市民活動センターへ
の個人登録を促す。

2)各ボランティアに関する
相談、紹介。

2)ボランティアに関する相
談業務を市民活動センター
の窓口にて行う。

2)個人ボランティア登録を
行った人へボランティア活
動を紹介しマッチングを行
う。

個人ボランティア登録を行っ
た人へボランティア活動を紹
介しマッチングを実施した。

2)個人ボランティア登録を
行った人へボランティア活
動を紹介しマッチングを行
う。

シルバーカレッジの開催 シルバーカレッジを通じ、
豊富な経験や知識、技能を
ボランティア等の活動に活
かせる学習講座を開催する
ことにより、高齢者の交
流・健康づくりの場を提供
でき、地域コミュニティの
連帯感を育み、地域社会の
活性化の促進を図る。

・シルバーカレッジについ
ては、令和2年4月に受講生
を募集し、6月から2月ま
で、入学式及び卒業式を含
め、21回の講義を実施す
る。
・平成30年度卒業生（第3
期生）に対するボランティ
ア活動等のアンケート調査
を令和2年4月に実施する

・シルバーカレッジについて
は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止とした
が、その代替事業として、シ
ルバーカレッジマスター講座
を8回、シルバーカレッジ
OB会講座を1回実施し、高
齢者の交流・健康づくりの場
を提供することができた。
・平成30年度卒業生（第3
期生）にアンケート調査を行
い、ボランティア活動等の参
加状況について把握するとと
もに、OB会を立ち上げ、入
会者数は80名であった。

Ｃ 1：継続 ・令和3年4月に受講生を募
集し、6月から2月まで、入
学式及び卒業式を含め、21
回の講義を実施する。
・令和3年7月にOB会員の
集いを開催し、今後のOB
会の運営や取組活動につい
て決定する。
・OB会講座を4回開催する
とともに、令和元年度卒業
生（第4期生）にアンケー
ト調査を行い、ボランティ
ア活動等の参加状況につい
て把握し、地域学校協働活
動への誘導を図る。

生涯学習課

 

（
２

）
担
い
手
を
つ
く
る
・
増
や
す

市社協と連携して、ボラン
ティアの人材育成、活動支
援を行っていきます。
本市のボランティア活動の
窓口は、現在、市社協、市
民活動センター、教育委員
会と３つあります。３者間
の連携を強め、ボランティ
アが活動しやすい環境づく
りを進めていきます。

①

ボランティア等の人材育
成、活動への支援

「重点施策３
（計画書ｐ４９）」

「重点施策３①
（計画書ｐ４９）]

Ａ 1：継続

企画政策課

生涯学習課

Ｃ 1：継続
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

海部地方ボランティアコー
ディネーター養成講座の実
施

大規模災害時に被災した市
町村において災害ボラン
ティアセンターを設置する
こととしているが、支援活
動が円滑かつ効果的に行わ
れるためには、ボランティ
アと被災地の支援要請との
調整役となる防災ボラン
ティアコーディネーターの
役割は極めて重要である。
よって、海部県民センター
及び海部地方の市町村が合
同で「防災ボランティア
コーディネーター養成講
座」を実施する。

令和２年度においても、引
き続き講座を実施し、ボラ
ンティアコーディネーター
の養成に努める。

当初予定していた、海部地方
ボランティアコーディネー
ター養成講座は新型コロナウ
イルス感染拡大防止により、
中止となった。

Ｅ 1：継続 令和3年度は講座を実施
し、ボランティアコーディ
ネーターの養成に努める。
⇒令和3年度においても、
新型コロナウイルス感染拡
大防止により、海部地方ボ
ランティアコーディネー
ター養成講座は中止となっ
た。

安全安心課

1）講座や研修会を実施 1）小さい頃から福祉の心
を持たせるため、小中学生
がボランティアなどできる
ように支援していく。ま
た、福祉団体からに担い手
を発掘していく。

1)若者が講座に参加できる
ように企画検討していき、
担い手の発掘をしていく。

来年度からの事業に向けて実
施できるように関係機関と調
整を図った。

ポスター等も作成し中高生
を対象にボランティア養成
講座を実施する。

2)３者で話し合いを行い、
冊子にしていく。

2）冊子作成では、団体名
や活動内容を記載し、市民
が理解できるものを作成し
ていく。

2)生涯学習課、教育委員会
を含めた会議を実施予定で
す。

市内におけるボランティア
マッチング機能を効果的に発
揮するための、多機関連携に
関して、市民活動センターと
打合せを実施し、登録団体の
一体的な情報統合（冊子化）
について協議した。
2021.1.26には市民活動セ
ンター、企画政策課、学校教
育課、生涯学習課と、ボラン
ティア情報の共有に向けた打
合せを実施した。⇒令和3年
度中に、冊子への掲載イメー
ジを再度検討する予定。

市内におけるボランティア
マッチング機能を効果的に
発揮するための、多機関連
携に関する継続的な打合せ
の場を設ける。

②

民生委員・児童委員等への
支援等

民生委員・児童委員は地域
の相談や必要な援助等、大
きな役割を担っています。
今後も継続して、市民の多
様な相談内容に対応できる
よう活動に対する支援等を
実施していきます。

市民が利用できる行政サー
ビスや制度の周知。また、
県主催による各種研修の案
内及び参加促進。

担当地区での見守り訪問時
に、緊急通報サービスや安
心支え合いネットワーク事
業といった有効なサービス
の紹介がきるよう周知を図
る。また、県主催の各種研
修に参加してもらうことで
委員として知見向上となる
機会とする。

令和２年度においては県主
催の研修等の実施が中止及
び延期となっているが、開
催となった折には参加促進
に努める。また、例年の地
区協議会における委員の知
見向上に貢献できるような
代替案を提示するなどサ
ポートに努める。

県及び市主催の研修・講座関
係や外部視察研修がすべて中
止となったが代わりに地区定
例会の内容を工夫した。具体
的には県や市の出前講座を活
用し、SDGｓや認知症につ
いて学び、また手話協会より
講師派遣を依頼し手話講座を
実施するなど委員の知見向上
となるよう努めた。

Ｂ 1：継続 昨年に引き続き、県主催研
修関係の実施等が中止及び
延期となっているが、開催
となった折には参加促進に
努める。また、委員の知見
向上に貢献できるようサ
ポートに努める。 社会福祉課

 

（
２

）
担
い
手
を
つ
く
る
・
増
や
す

市社協と連携して、ボラン
ティアの人材育成、活動支
援を行っていきます。
本市のボランティア活動の
窓口は、現在、市社協、市
民活動センター、教育委員
会と３つあります。３者間
の連携を強め、ボランティ
アが活動しやすい環境づく
りを進めていきます。

①

ボランティア等の人材育
成、活動への支援

「重点施策３
（計画書ｐ４９）」

「重点施策３①
（計画書ｐ４９）]

Ｃ 1：継続

社会福祉課

12/20



No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

③

自主防災会への支援 災害対応に必要な知識の習
得等を目的とし、防災リー
ダー養成講座を実施してい
きます。

防災リーダー養成講座の実
施

・自主防災活動の指導や住
民へのアドバイスなど地域
の防災活動に取り組む防災
リーダーを養成する講座を
５月上旬から６月下旬に開
講する。
・過去に防災リーダー養成
講座を修了した人に対して
レベルアップ講座を１２月
上旬に開講する。

例年５月から６月に実施し
ている防災リーダー養成講
座について、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大を
防止する対策として見送る
こととなった。毎年１２月
に実施しているレベルアッ
プ講座と合わせて、講座の
実施について検討してい
く。
⇒現在、１２月に防災リー
ダー養成講座の実施を予定
している。

新型コロナウイルス感染拡大
防止により、防災リーダー養
成講座は中止とした。よっ
て、自主防災会への支援につ
いて、自主防災会長に対して
文書にて通知した。

Ｅ 1：継続 例年５月から６月に実施し
ている防災リーダー養成講
座について、新型コロナウ
イルス感染拡大防止によ
り、12月に延期することと
した。

安全安心課

④

老人クラブ等への支援 老人クラブは現在128団体
（平成30年（2018年）4
月現在）が活動していま
す。地域の特性を備えた広
域的な組織強化と活動の活
性化を支援していきます。

老人クラブ活動の充実 地域のニーズに応じた活動
種目を取り入れ、活動内容
の充実を図る。

単位老人クラブごとで、地
域ニーズに応じた友愛活動
や清掃・奉仕活動等を行っ
ていく。

単位老人クラブごとで、地域
ニーズに応じた友愛活動や清
掃・奉仕活動等を行った。

Ａ 1：継続 単位老人クラブごとで、地
域ニーズに応じた友愛活動
や清掃・奉仕活動等を行っ
ていく。 高齢福祉課

認知症カフェの開設・開催 認知症カフェを設置する事
で、認知症の人やその家族
が悩みや想いを話し、社会
や地域とつながりを持てる
場を提供する。

認知症カフェの開設を増加
させる。認知症サポーター
等に対し学習会への参加を
促しカフェの周知と理解を
図る。

認知症カフェの開設
今年度１０カ所増減なし
緊急事態宣言措置期間中にお
いて開催が中止となったため
運営者のモチベーションを保
ち運営が途絶えないように文
書等で支援した。

Ｂ 1：継続 認知症カフェの開設を増加
させる。認知症サポーター
等に対し学習会への参加を
促しカフェの周知と理解を
図る。 高齢福祉課

ふれ愛・いきいきサロン推
進事業

市内４２ヵ所設置を目指し
ます。また、今後は高齢者
のみ参加ではなく親子さん
や障がい者へ参加してもら
う。地域についても区（大
字）の垣根を超えて隣接し
ている地域も参加してもら
う。

今まで対象者は、区内のみ
であったが、隣接している
区にも参加可能として、地
域でより参加できるように
呼びかけを行う。また、子
ども向けサロンにも立上げ
支援をしていく。

あま市内で３１のサロンを運
営していたが、コロナ禍で中
止が続き、今年度、2地区の
サロン（甚目寺サロン、栄サ
ロン）が廃止となった。
令和３年度よりサロン実施回
数に応じて補助金の金額を支
給するよう見直しをした。

Ｂ 1：継続 市内２４区で実施されてい
るが、まだ開催されていな
い、18地域でサロンを開設
できるよう生活支援体制整
備事業の協議体や区長、民
生委員に働きかけをする。
また、withコロナとして、

屋喚起・短時間開催などサ
ロンの開催方法を考える。
※サロン未実施の区：遠
島、鷹居、東溝口、花正、
花長、古道、木折、蜂須
賀、丹波、北苅、小橋方、
乙之子、甚目寺、本郷、小
路、方領、栄、石作

社会福祉課

毎年、人権ふれあいセン
ターにおいて、交流促進事
業、休日等開館事業、デイ
サービス事業を実施し、地
域福祉の拠点となるよう運
営を行っている。

各教室年間を通して実施す
る計画をし、地域福祉の拠
点となるよう、円滑に教室
等の開催を実施していく。

各教室を年間を通して実施
する計画をし、地域福祉の
拠点となるよう、円滑に教
室等の開催を実施してい
く。

交流促進事業　　　5教室
休日等開館事業　　6教室
デイサービス事業　2教室
合計141名の応募があり、
参加していただけた。

Ａ 1：継続 各教室を年間を通して実施
する計画をし、地域福祉の
拠点となるよう、円滑に教
室等の開催を実施してい
く。

人権推進課

各公民館及び美和歴史民俗
資料館において、生涯学習
講座として老若男女を対象
とした様々な講座を開催

各公民館及び美和歴史民俗
資料館において、生涯学習
講座を開催する。それ以外
に、七宝公民館にて小学生
とその家族を対象とした親
子ふれあい講座を開催す
る。また、乳幼児とその保
護者を対象とする幼児期家
庭教育講座をミルキーねっ
とに委託して開催する。

令和2年度前期講座につい
ては、新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため中止
と決定した。
　なお、後期講座について
は、実施の予定で様々な講
座を計画している。

令和2年度後期講座について
は、新型コロナウイルス感染
症対策を取り実施した。一部
中止になった講座もあった
が、例年より多い全23講座
を実施し、、市民が生活の活
力を得られるような場を提供
できた。

Ｃ 1：継続 令和３年４月から前期講座
の受講者を募集し、各公民
館及び美和歴史民俗資料館
で講座を開催する。また、
後期講座についても実施予
定であり、計画を進めてい
る。

生涯学習課

 

（
２

）
担
い
手
を
つ
く
る
・
増
や
す

⑤

身近な地域における居場所
の提供

身近な地域における助け合
いを促すために、地域で気
楽に集まれる拠点の設置、
提供に向けた検討を進めて
いきます。
認知症カフェやサロン等、
既存事業との連携や世代間
交流を目標とした事業を検
討していきます。

⑥

既存資源の活用による地域
拠点づくり

人権ふれあいセンター、公
民館等、既存の公共施設を
活用し、地域福祉の拠点と
し、様々な講座や教室等を
開催していきます。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

広報紙や市公式ウェブサイ
ト、SNS等で発信

地域福祉に関する情報が出
てきた際は各種手法を使用
し発信する。

地域福祉に関する情報が出
てきた際は各種手法を使用
し発信する。

地域福祉に関する情報につい
て、広報紙や市公式ウェブサ
イト、ＳＮＳ等で情報を発信
した。

Ａ 1：継続 引き続き、広報紙や市公式
ウェブサイト、ＳＮＳ等で
の情報発信に努める。 企画政策課

広報紙や公式ウェブサイト
による啓発

広報紙や公式ウェブサイト
による啓発

市広報誌に、事故の起こり
やすい場所や犯罪情報など
を毎月掲載するなど、消
防・防災・防犯・交通安全
において啓発すべき事項を
定期的に広報紙や公式ウェ
ブサイト、SNSなどで発信
していく。

消防・防災・防犯・交通安全
において、最新情報や注意す
べき事項を広報紙や公式ウェ
ブサイトに掲載した。

Ａ 1：継続 市広報誌に、事故の起こり
やすい場所や犯罪情報など
を毎月掲載するなど、消
防・防災・防犯・交通安全
において啓発すべき事項を
定期的に広報紙や公式ウェ
ブサイト、SNSなどで発信
していく。

安全安心課

広報紙や市公式ウェブサイ
ト、市社協では社協だよ
り、ホームページ、ＳＮＳ
で情報提供。

広報紙や市公式ウェブサイ
トで発信。市社会福祉協議
会からは、市社協だより、
ホームページ、ＳＮＳで情
報提供。

関連する各種講演会や養成
講座、イベント等について
随時広報紙や市公式ウエブ
サイトで情報発信を行う。
市社会福祉協議会では令和
２年度も年４回の社協だよ
りの発行及びホームページ
やSNSを活用し情報を発信
する。

市社協は10月よりタイトル
（まるっとあま）変更し、よ
り見やすく、親しみやすい情
報誌に努めた。
ＨＰやSNSの登録へ頻繁に
情報発信し、周知を図る。

Ａ 1：継続 市社協は「まるっあま」の
ページ数を拡充し、新たな
情報を掲載するとともによ
り見やすく、親しみのある
情報を提供する。
HPやSNSでは動画配信も
検討し、内容の充実を図
る。

社会福祉課

高齢者が住み慣れた地域で
安心した生活をしていくこ
とができるように、介護保
険以外のサービスを含め
て、高齢者や家族に対する
総合的な支援を行う。

地域包括支援センターの業
務として、高齢者やその家
族に対して総合的な相談支
援をする。

高齢者を総合的に相談・支
援するとともに、委託先の
社協包括など関係機関と連
携しながら適切な対応に取
り組む。

市・社協の総合相談件数
電話　 来所　 訪問　その他
計

【市】　電話　　　835
　　　　来所　　　189
　　　　訪問　　　204
　　　　その他　　144
　　　　計　　　1,372

【社協】電話　　7,293
　　　　来所　　1,916
　　　　訪問　　1,802
　　　   その他　　 無し
　　　　計　　 11,011

Ａ 1：継続 高齢者を総合的に相談・支
援するとともに、委託先の
社協包括など関係機関と連
携しながら適切な対応に取
り組む。

高齢福祉課

障がいのある人が福祉サー
ビスに関すること及びその
他の一般的な相談をするこ
とができる体制を構築す
る。

専門的知識を持つ相談支援
専門員を配置した一般相談
窓口を設置する。

引き続き、あま市社会福祉
協議会に一般相談業務を委
託し、障がいの特性に応じ
たきめ細かな相談と情報提
供を行う。

あま市社会福祉協議会に一般
相談業務を委託することで、
障がいの特性に応じたきめ細
かな相談と情報提供を行っ
た。
相談件数　４，２１２件

Ａ 1：継続 引き続き、あま市社会福祉
協議会に一般相談業務を委
託し、障がいの特性に応じ
たきめ細かな相談と情報提
供を行う。

社会福祉課

1)子育てに関する悩み、相
談に対し、利用者支援事業
として子育てコンシェル
ジュを配置

1)子育てに関する悩み、相
談に対し、利用者支援事業
として子育てコンシェル
ジュを配置し、悩み、相談
に応じた適切な相談窓口へ
つなげる。

1)子育てコンシェルジュを
継続して配置し、子育ての
悩み、相談に応じた適切な
相談窓口へつなげる。

・子育てコンシェルジュを継
続して配置し、子育ての悩
み、相談に応じた適切な相談
窓口へつなげた。
・身近な場所で子育ての悩
み、相談が行えるよう利用者
が相談しやすい環境を整え
た。
（相談件数：384件）

・子育てコンシェルジュを
継続して配置し、子育ての
悩み、相談に応じた適切な
相談窓口へつなげる。
・身近な場所で子育ての悩
み、相談が行えるよう利用
者が相談しやすい環境を整
える。

2)身近な場所で子育ての悩
み、相談が行えるよう地域
子育て支援拠点を設置

2)身近な場所で子育ての悩
み、相談が行えるよう地域
子育て支援拠点を設置し、
利用者が相談しやすい環境
を整える。

2)身近な場所で子育ての悩
み、相談が行えるよう利用
者が相談しやすい環境を整
える。

 

（
３

）
情
報
の
共
有
・
周
知
を
図
る

①

広報紙・市公式ウェブサイ
ト等での情報発信

地域福祉に関する情報につ
いて、広報紙や市公式ウェ
ブサイト、ＳＮＳ等で情報
を発信していきます。

②

福祉サービスに関する相談
の充実

福祉サービスの利用者が、
希望に沿ったサービスを選
択できるように情報提供を
することが重要となりま
す。
市の地域包括支援センター
や市社協の相談窓口と連携
を図り、適切な福祉サービ
スの利用につなげていきま
す。

Ａ 1：継続

子育て支援課
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★基本方針　３. 福祉コミュニティの充実 重点施策

No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

公共交通の充実 移動に困っている方々の日
常生活を支えることを目的
として市巡回バスの試行運
行を行いながら、市民や学
識経験者、一般旅客運送事
業者等で構成される地域公
共交通会議において、公共
交通政策の方向性を検討し
ています。市巡回バス利用
のＰＲや利用者との座談会
等を行い、市民にとってよ
り良い公共交通体系を目指
していきます。

1)あま市巡回バス試行運行 1)あま市内の公共交通を確保
するため「移動に困っている
高齢者等の日常生活を支える
ことを目的」として、あま市
巡回バスを定時定路線で試行
運行している。
・あま市巡回バスは、火曜
日、金票日、日曜日を運行日
とし、北部、南部、東部巡回
ルートの３路線により市内を
くまなく運行している。

1)引き続きあま市巡回バス
の試行運行を継続し、交通
手段を整備するために必要
な利用状況等の把握に努め
る。

あま市巡回バスの試行運行
を継続し、交通手段を整備
するために必要な利用状況
等の把握に努めた.。
毎月の広報に利用状況及び
あま市巡回バスの利用促進
等の啓発を行った。
地域公共交通会議におい
て、本格運行に移行すべき
と意見をいただき、市とし
ても本格運行に移行すべき
と判断をしたため、令和3
年度から本格運行へ移行す
ることとなった。
※令和３年利用実績（別添
資料有。令和２年度末は本
格運行前）

1)あま市巡回バスの運行を
継続し、交通手段を整備す
るために必要な利用状況等
の把握に努める。

2)広報での啓発 2)毎月広報に利用者数を報告
するとともに、あま市巡回バ
スに関する事項を掲載し、広
く市民へ周知している。

2)広報での啓発を継続す
る。

あま市巡回バスの試行運行
を継続し、交通手段を整備
するために必要な利用状況
等の把握に努めた.。
毎月の広報に利用状況及び
あま市巡回バスの利用促進
等の啓発を行った。

広報での啓発を継続し毎月
の利用状況について記載を
する。令和３年度では本格
運行の啓発、アンケートの
啓発や企業広告募集開始の
啓発について行う。

②

福祉有償運送等による移動
手段の確保

公共交通機関を利用するこ
とが困難な要介護高齢者や
障がいのある人の移動手段
として、福祉有償運送等の
活用を推進します。
市社協では、移動援助サー
ビス「あまのかけあしS」
を実施しており、今後も移
動支援ニーズの増加を踏ま
えて、事業を支援していき
ます。

無償による移動援助サービ
ス「あまのかけあしS」を
実施

75歳以上のひとり暮らし、ま
た高齢者世帯で家族による移
動が困難な方を対象に、必要
最小限の生活（買物・医療機
関等）を支援していく。

今年度はボランティア養成
講座の実施はしないが、事
業のＰＲ活動等に取り組み
ながら、引き続き、運転ボ
ランティア登録者の増員を
図る。

ボランティアが少ないた
め、急な体調不良または、
ボランティアの日程調整が
つかないため、利用者に日
にちを変更してもらう事例
があった。ボランティア募
集については社協だより等
により行った。
※運転ボランティア登録者
数：14名（実質の稼働者：
5名）
※利用数実績：59件（延べ
80件）

Ｂ 1：継続 移動援助サービス養成講座
を行い、運転ボランティア
を増加し、稼働率を上げ
る。

社会福祉課

 

（
１

）
生
活
環
境
の
充
実
を
図
る

①

引き続き、新規に設置する
公園については、バリアフ
リー化された人にやさしい
公園を整備予定。

再整備した公園について、
バリアフリー化された人に
やさしい公園を整備しまし
た。
※整備：1か所（森ケ丘公
園）

「第２次あま市地域福祉計画」　令和２年度事業実績・令和３年度実施計画

③

既存施設のバリアフリー化
の推進

バリアフリー化を推進し、
人にやさしい建築物や道
路・公園・トイレ・駐車ス
ペース等の整備、改善に取
り組みます。

あま市移動等円滑化のため
に必要な特定公園施設の設
置に関する基準を定める条
例

既存施設についての施策は特
にありません。新規に設置す
る公園については、前述の条
例に基づき、バリアフリー化
された人にやさしい公園を整
備します。

都市計画課
土木課

企画政策課

Ｂ 1：継続

引き続き、新規に設置する
公園については、バリアフ
リー化された人にやさしい
公園を整備予定。

Ｂ 1：継続

本格運転についての啓発です
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

①

地域における子育て支援の
充実

児童館、子育て支援セン
ター及びつどいの広場を設
置し、子育て中の親子が地
域で気軽に集い交流できる
場を確保するとともに専門
スタッフを配置し子育ての
相談が気軽にできる体制の
充実を図ります。
子育てコンシェルジュを配
置し、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等の情
報提供、相談、助言等を
行っていきます。

1)児童館は、乳幼児及び児
童を対象に健全な遊びを通
じ、健康の増進、心を豊か
にする場を提供している。
また、専門のスタッフが常
駐していることから、子育
ての悩み等が気軽に相談す
る事が出来る。

1)季節ごとの行事を通じて、
運動・工作を実施し、児童
（乳幼児は親子参加型）の学
びの場や発見の場を作ってい
る。

1)児童館便りを掲示・配布
し、市公式ウェブサイトに
て行事の告知や周知を実施
する。また、「コアラ教室
（月１回、２歳児親子対象
行事）」や「ちびっこあつ
まれ（月３回、０歳から就
学前乳幼児親子対象行
事）」等を実施し、季節ご
とのイベントに関連した行
事や、集団での遊び、個別
での遊びが十分に満喫でき
る時間を提供する。

2)子育て支援センター及び
つどいの広場は、子育て中
の親子を対象に、子育て全
般に関する専門的な支援を
行う場を提供している。ま
た、子育て支援員を配置
し、子育ての悩み等が気軽
に相談する事が出来る。

2)自由来所では子育て支援員
が親子に寄り添い、保護者が
気軽に交流し、相談できる環
境を作っている。また毎月、
子育て広場や1歳未満の親子
対象の行事、その他音楽あそ
びなど講師を招いた様々な行
事を開催することで、親子の
学びの場と交流の場を提供し
ている。

2)子育てカレンダーを掲
示・配布し、市公式ウェブ
サイトにて行事の告知や周
知を実施する。また、自由
来所では親子が個別に遊べ
る環境を提供し、行事で
は、「子育て広場（月１
回、乳幼児親子対象）」
（ほんわか広場・にこにこ
広場・わくわく広場・ふれ
あい広場）や「赤ちゃんと
あそぼう（２か月～１１か
月の親子）」、「にこにこ
ベビーデー（１歳未満の親
子）」等を実施し、親子の
交流や友だち作りができる
環境を整える。

3)子育てコンシェルジュを
配置し、教育・保育施設や
地域の子育て支援事業等の
情報提供、相談、助言等を
行う。

3)子育てコンシェルジュを配
置し、情報提供、相談、助言
等を行う。

3)子育てコンシェルジュを
配置し、情報提供、相談、
助言等を行う。

・子育てコンシェルジュを
配置し、情報提供、相談、
助言等を行った。

・子育てコンシェルジュを
配置し、情報提供、相談、
助言等を行う。

・児童館便りの掲示・配布
や、ウェブサイトにて行事
の告知や周知を行う。
・「コアラ教室（月１回２
歳児親子対象行事）」や
「ちびっこあつまれ（月３
回０歳から就学前乳幼児親
子対象行事）」を実施す
る。
・児童館便りを掲示・配布
や、ウェブサイトにて行事
についての告知や周知を行
う。
・季節ごとのイベントに関
連した行事や、集団での遊
び、個別での遊びを感染対
策や新しい生活様式を実施
しながら十分に満喫できる
時間を提供する。

 
 

（
２

）
地
域
の
包
括
的
な
支
援
の
充
実
を
図
る

 

（
１

）
生
活
環
境
の
充
実
を
図
る

Ｂ 1：継続 引き続き、公共建築物建設
時の県条例に基づく情報提
供を行う。

あま市独自の施策はありま
せん。公共建築物の建設時
には、愛知県の定める人に
やさしい街づくり条例に基
づいて整備するよう情報を
提供します。

公共建築物の建設時に愛知県
が定める、「人にやさしい街
づくり条例」に基づいた情報
提供を行う。

引き続き、公共建築物建設
時の県条例に基づく情報提
供を行う。

④

安全な道路交通環境の整備
推進

高齢者や障がいのある人、
子ども等、すべての人に配
慮したユニバーサルデザイ
ンによる公共的な建物・道
路等の整備を促進します。
また、安全で安心した生活
が送れるように危険箇所の
把握と整備を行い、交通弱
者の視点に立った道路交通
環境の整備を図っていきま
す。

公共建築物建設時の県条例
に基づく情報提供を行っ
た。

都市計画課
土木課

Ｂ 1：継続

子育て支援課

・児童館便りの掲示・配布
や、市公式ウェブサイトに
て行事の告知は行ったもの
の、新型コロナウイルス感
染症の影響により、行事の
回数は減少した。
・各館とも「コアラ教室
（月１回２歳児親子対象行
事）」は月１回、「ちびっ
こあつまれ（月３回０歳か
ら就学前乳幼児親子対象行
事）」は月３回実施予定で
あったが、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止の為中止
が多かった。
コアラ教室28回
ちびっこあつまれ83回
その他行事110回
・季節ごとのイベントに関
連した行事や、集団での遊
び、個別での遊びは、新型
コロナウイルス感染拡大防
止の為4月、5月、6月、
R3年2月は閉所・閉館とな
り昨年より満喫できる回数
が減少した。（ほんわか広
場4回、にこにこ広場4回、
わくわく広場4回、ふれあ
い広場4回、赤ちゃんとあ
そぼう4回、にこにこベ
ビーデー14回減少）しか
し、開館、開所時には感染
対策を十分に行い新しい生
活様式を取り入れ行事を楽
しんでいただけた。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

②

認知症高齢者の地域での見
守りの充実

1)認知症サポーター養成講
座、認知症予防講座、認知
症講演会、ふれあいカフェ
の開催

1)認知症サポーター養成講
座、認知症予防講座、認知症
講演会を実施し、ふれあいカ
フェの拡充を図ることで、認
知症の広報啓発、ボランティ
アによる見守り活動の支援を
行っている。

1)中学校や一般住民、事業
所に向け講座を開催し、新
たに1,300人のサポーター
を要請する。

認知症サポーター養成講座
　11回(214人)
認知症予防講座
　7回(157人)
《対象者》
　甚目寺観音ラジオ体操参
　加者、川部サロン、甚目
　寺生活クラブ、活き生き
　推進隊、森サロン、新居
　屋憩の家
認知症講演会・勉強会
　4回
《対象者》
　「認知症の方の地域見守
　り協力者」の登録者
認知症カフェ
　10ヶ所で開催
　

中学校や一般住民、事業所
に向け講座を開催する。

2)認知症高齢者徘徊対応 2)ステッカーの配布・行方不
明時にメール配信の実施

2)ステッカーの配布・行方
不明時にメール配信の実施

ステッカーの配布
　14件
行方不明時のメール配信
　0件

ステッカーの配布・行方不
明時にメール配信の実施

③

障がい者の地域生活支援の
促進

障がいのある人が住み慣れ
た地域でいきいきと生活す
るため、グループホームを
はじめとする障害福祉サー
ビス事業所の整備を支援
し、施設や病院等での暮ら
しから地域生活への移行を
促進します。市内のグルー
プ ホ ー ム は 、 平 成 28 年
（2016年）4月では６カ
所 で し た が 、 平 成 30 年
（2018年）12月の時点で
は9カ所となっており、今
後も支援の拡充を図ること
で、障がいの有無や種類、
程度に関わらず、誰もが一
緒に参加できる環境づくり
を進めていきます。

地域生活支援拠点の整備 地域で生活する障がいのある
人が適切な介護を受けられな
い時に居室を提供する緊急時
居室確保事業と、ひとり暮ら
しの体験を希望する障がいの
ある人に体験的な宿泊を提供
する体験的宿泊支援事業を実
施する。

円滑に事業を開始するため
に、多くの事業所に事業登
録を促し、障がいのある人
が地域で生活するための適
切な支援を受けられる体制
を作る。

事業開始とともに事業所へ
の事業概要の周知メールを
送付した。その結果、１件
のグループホームより登録
申請があった。

Ｂ 1：継続 更に多くの事業所の参加を
募るため、引き続き周知を
行っていく。

社会福祉課

④

こころの健康づくりに対す
る相談支援の充実

保健センターの窓口や電話
による随時の健康相談、精
神科医や臨床心理士による
相談等、こころの悩みや病
気に関する相談支援の充実
を図ります。

精神科医、臨床心理士によ
る、予約制のこころの悩み
に関する個別相談会を実施
します。
また随時、保健師による電
話、面接相談を実施しま
す。

・精神科医による「精神保健
相談会」
・臨床心理士による「こころ
の相談室」
・保健師による電話相談、面
接　随時

・精神保健相談会３回/年
実施予定
・こころの相談室１２回/
年実施予定
・保健師・公認心理士によ
る面接、電話相談

・精神保健相談会１回(６
月)　１件の面接相談実施
・こころの相談室　4件
・保健師による面接27件、
電話相談　90件

Ｃ 1：継続 ・精神保健相談会３回/年
実施予定
・こころの相談室１２回/
年実施予定
・保健師・公認心理士によ
る面接、電話相談 健康推進課
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地域における認知症高齢者
の見守りを促進するために
認知症の広報啓発、ボラン
ティアによる見守り活動の
支援を行います。また、認
知症高齢者の徘徊に対応す
るため、見守りステッカー
の配布や、行方不明となっ
た場合にメール配信で情報
提供の依頼を行うこと等、
市民への周知を進めていき
ます。

Ｂ 1：継続

高齢福祉課
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

ひきこもりや不登校等、社
会生活を円滑に営む上での
困難を有する子ども・若者
に対する相談支援の充実を
図ります。

あま市子ども・若者相談窓
口の開設

・名称
　あま市子ども・若者相談窓
口
・開設日時
　毎週火曜日及び金曜日（祝
　休日・年末年始を除く）の
　午前9時から正午まで及び
　午後1時から4時まで
・予約受付
　毎週火曜日から日曜日の午
　前9時から午後5時まで
・開設場所
　甚目寺公民館１階相談室
・対象者
　あま市及び大治町に居住す
　るひきこもりや不登校等、
　社会生活を円滑に営む上で
　の困難を有する概ね15歳
　から39歳までの子ども・
　若者及びその家族

ひきこもりや不登校等、社
会生活を円滑に営む上での
困難を有する子ども・若者
に対する相談窓口として、
あま市子ども・若者相談窓
口を開設し、事前の電話予
約による相談業務を実施し
ます。

令和2年度の相談者数は21
名、延べ相談件数は63件で
あった。

Ｂ 1：継続 ひきこもりや不登校等、社
会生活を円滑に営む上での
困難を有する子ども・若者
に対する相談窓口として、
あま市子ども・若者相談窓
口を開設し、事前の電話予
約による相談業務を実施す
る。

生涯学習課

民生委員、児童委員、一般
市民を対象に、ゲートキー
パ―養成講座を開催しま
す。

愛知いのちの電話協会事務局
長　兼田智彦氏を講師に、平
成29年度甚目寺地区、平成
30年度美和地区で開催し、令
和元年度七宝地区で実施予
定。
ゲートキーパーの役割を担う
地域支援者を増加させ、自殺
のサインに気づき、適切な対
応の取れる人材を育成しま
す。

11月ごろを目安に、甚目寺
地区で民生委員、児童委員
及び、一般市民募集による
ゲートキーパー養成講座を
実施予定。

令和３年２月１０日、一般
市民対象に養成講座実施。
（民生児童委員協議会はコ
ロナ禍にて中止となり一般
市民のみ１５名参加）

Ｃ 1：継続 ・3年4月に市役所新人職員
研修にて養成講座の実施。
名受講
・4年2月、甚目寺地区で民
生委員児童委員及び、一般
市民募集によるゲートキー
パー養成講座を実施予定。

健康推進課

民生委員児童委員協議会の
定例会開催時に併せて講座
を企画する。

民生委員・児童委員の１期３
年任期において、３地区民児
協輪番で受講している。

地区輪番制の流れより、令
和２年度は１１月頃に甚目
寺地区民生委員・児童委員
が受講予定。

２月定例会開催時を予定し
ていたが、定例会を書面会
議での開催としたため、来
年度へ延期となった。

Ｅ 1：継続 11月ごろを目安に、甚目寺
地区で民生委員、児童委員
及び、一般市民募集による
ゲートキーパー養成講座を
実施予定。

社会福祉課

⑥

関係機関等の連携・ネット
ワークの強化

自殺対策は行政だけで取り
組めるものではないため、
地域全体で自殺対策が推進
されるよう、関係機関や民
間団体の代表者を集め意見
交換等を行う「あま市自殺
対策ネットワーク会議」を
設置し、連携強化を図りま
す。

あま市自殺対策ネットワー
ク会議を開催する。

関係機関、民間団体、行政棟
で構成された「あま市自殺対
策ネットワーク会議」を開催
し、各機関の状況確認を行
い、地域全体で自殺対策に取
り組む機運を高め、体制整備
につなげる。

１０月頃に「あま市自殺対
策ネットワーク会議」を開
催予定。

新型コロナウイルス感染拡
大防止のため書面会議とし
た。

Ｃ 1：継続 ３月頃に「あま市自殺対策
ネットワーク会議」を新型
コロナウイルス感染拡大に
注意しながら開催予定。

健康推進課

⑦

生活困窮者への相談・自立
支援

「重点施策４①
（計画書ｐ４９）

生活に困っている人への早
期支援と自立促進を図るた
めに、自立支援に関する相
談、就労の支援、自立支援
計画の決定、制度間の連絡
調整を行っていきます。
相談に出向くことができな
い人について、積極的なア
ウトリーチにより、状況の
把握、相談、早期の自立支
援につなげていきます。

あま市生活困窮者自立支援
事業として、自立相談支援
事業及び住居確保給付金を
実施

生活困窮者自立支援窓口を社
会福祉課（甚目寺庁舎）に設
置し、暮らしに不安を抱え、
生活に困窮するなどしている
市民を対象に、来所相談のみ
ならず、積極的にアウトリー
チを心がけ、相談支援を行っ
ている。生活困窮者は複合的
な課題を抱えている場合が多
いことから、庁内関係課に留
まらず、公共職業安定所をは
じめとする職業安定機関や福
祉関係団体と連携している。

生活や福祉でお困りの市民
が困窮状態から脱却できる
よう、伴走型の支援を心掛
け、自立を図る。

新規相談件数537件、自立
支援計画件数75件、住居確
保給付金支給件数96件（初
回52件、延長23件、再延
長14件、再々延長4件、再
支給3件）の実績だった。
新規相談件数は前年度から
約1.73倍、住居確保給付金
は前年度から24倍増加し
た。
また、令和2年12月から一
時生活支援事業を開始し、
新型コロナウイルス感染症
による影響を受けた人も含
め、生活困窮者の自立を促
進することができた。

Ａ 1：継続 就労準備支援事業及び家計
改善支援事業を公募型プロ
ポーザル方式により委託業
者を決定し、7月から二つ
の事業を一体的に実施する
ことで、生活困窮者支援の
充実化を図る。
また、令和2年度に引き続
き、新型コロナウイルス感
染症の影響により、生活に
困窮する人への相談支援を
実施し、自立の促進を図
る。

社会福祉課
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⑤

ゲートキーパーの周知と養
成講座の受講促進

自殺のサインに気づき、傾
聴等をする「ゲートキー
パー」を広く一般市民に周
知し、養成講座の受講を促
進していきます。
民生委員・児童委員やボラ
ンティア等、地域の自殺対
策に取り組む人・団体等に
対して、養成講座や研修機
会の拡大を図ります。
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No. 主な事業 内容 具体的な施策 具体的な施策の概要 令和２年度の実施計画 令和２年度末の取組状況
進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

⑧

子どもの貧困対策の充実 ひとり親家庭の子どもの将
来的な生活安定として、子
どもの生活・学習支援を実
施していきます。

児童扶養手当受給者所得制
限内の中学生を対象に生活
学習支援を実施している。

学習支援や生活習慣等の支援
を受けることによって学力と
社会適応力を向上させ、ひと
り親家庭の子どもの将来的な
生活安定を図る。

生活学習支援を週に1度、2
か所の実施場所で行ってい
く。

・生活学習支援を週に１
度、２か所の実施場所で
行った。　・新型コロナウ
イルス感染防止のため事業
中止とした期間があり、実
施回数が減少した。
※実施回数：35回（当初実
施予定44回）

Ｂ 1：継続 生活学習支援を週に１度、
２か所の実施場所で行って
いく。
※美和地区については、令
和４年度実施予定 子育て支援課

あま市虐待等防止ネット
ワークによる高齢者虐待防
止

あま市虐待等防止ネットワー
ク協議会を開催するととも
に、緊急対応が必要な事例や
複雑な事例などの場合には、
それぞれの機関が事例ごとに
対処する。

あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催し、高
齢者虐待についても介護施
設等と連携を行い対応して
いく。

令和3年2月にあま市虐待等
防止ネットワーク協議会を
書面会議にて開催し、各種
関係機関と事例についての
検討を行った。

Ａ 1：継続 あま市虐待等防止ネット
ワーク協議会を開催し、高
齢者虐待についても介護施
設等と連携を行い対応して
いく。

高齢福祉課

Ａ

⑩

地域防犯対策の推進 高齢者等に対する振り込め
詐欺等の特殊詐欺を防ぐた
めに、自治会や民生委員・
児童委員、警察との連携等
を強化し、「犯罪のないま
ち」を目指していきます。

振り込め詐欺対策の普及啓
発活動

高齢者が集うサロンなどに、
警察署員や安全安心課職員が
出向いて、講話を実施する。
また、安全安心大会におい
て、愛知県警察所属の防犯活
動専門チームによる振り込め
詐欺防災の寸劇を実施する。

高齢者向けの講話を実施す
る。また、特殊詐欺等の最
新情報をメールにて配信す
る。

新型コロナウイルス感染拡
大防止により講話が中止と
なったため、メールや公式
ウェブサイトにて、最新の
特殊詐欺の手口や情報を提
供し、被害に遭わないよう
防犯力の強化を図ることに
努めた。
安全安心大会は廃止となり
ました。

Ａ 1：継続 高齢者が集うサロンなどに
出向き、最新の特殊詐欺の
手口や情報を提供し、被害
に遭わないよう防犯力の強
化を図る。また、メールや
公式ウェブサイトなどでも
発信する。 安全安心課

現在の生活困窮者自立支援
相談窓口の充実・拡大

総合相談窓口の要として、現
在の生活困窮者自立支援相談
窓口の充実・拡大させる。

令和３年度から任意事業を
実施できるよう、事業の枠
組みをつくり、予算化す
る。

9/17(木)地域福祉計画関係
部局調整会議で、計画推進
に不可欠な「地域包括ケア
システム推進における連
携」について協議。また、
「重層的支援体制整備事
業」についても取り上げ関
係部局へ周知・理解を図っ
た。

社会福祉課

社会福祉課

⑨

高齢者や障がいのある人、
子ども等に対する虐待予
防・早期対応を行うために
虐待等防止ネットワーク協
議会を推進していきます。
高齢化や認知症高齢者の増
加等を背景として、判断能
力が不十分な高齢者等に対
する支援が今後も大きな課
題と考えられます。現在、
成年後見制度利用支援事業
により対応していますが、
将来の支援ニーズの増加を
見据え、権利擁護支援セン
ターの設置を進めていきま
す。
権利擁護支援センターは、
基本理念として利用者の個
人としての尊厳と生活保
障、自己決定権の尊重、財
産管理のみならず身上保護
を重視すること等を掲げて
いきます。

あま市権利擁護支援セン
ターの立ち上げに向け、あ
ま市権利擁護支援センター
設立準備委員会を開催

あま市権利擁護支援センター
設立準備委員会は司法関係
者、医療機関関係者、福祉関
係者、学識経験者、関係行政
機関の職員、その他市長が必
要と認める者で構成する、委
員会の内容は、①事業の運営
体制に関すること、②法人後
見を受任する対象者に関する
こと、③事業の運営経費に関
すること、④センター設立に
関して必要な事項に関するこ
とを検討している。

令和３年４月にあま市権利
擁護支援センターが設置で
きるよう、先進地の取り組
みを幅広く学び、センター
の運営方法等を検討し、内
容を深める。

1：継続

⑪

福祉総合相談窓口の設置 本市においても、年々複合
的な困難事例が多くなって
いるため、福祉、保健、医
療にとどまらず教育、就
労、住居、防災、人権、

税務等庁内部局の横断的な
体制づくりを進めていきま
す。
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重層的支援体制整備に向け
て、ワーキングチーム編成
の検討等関係部局と連携を
図りながら進める。

あま市権利擁護センターを
広く周知するため、開所記
念講演会を開催する。
専門的な知識を持って相談
支援できるよう、5月、6月
に現場実習へ行き、10月か
ら12月にかけて成年後見制
度利用促進体制整備研修を
受講する。
7月からセンターを開所す
るに当たり、あま市成年後
見制度利用促進協議会を6
月、3月に開催し、相談支
援体制の整備や法人後見の
実施等について協議する。
また、8月から偶数月に専
門職で構成する権利擁護
ケース検討会議を開催し、
支援方針を検討し、本人が
メリットを感じる成年後見
制度の利用につながるよ
う、運営していく。

権利擁護の推進

「重点施策４②
（計画書ｐ４９）

あま市権利擁護支援セン
ター設立準備委員会を4
月、8月、1１月に開催し、
センターの設置形態や名
称、成年後見制度利用支援
事業実施要綱の改正等につ
いて協議した。
また、厚生労働省が開催す
る成年後見制度利用促進体
制整備研修に参加するほ
か、先進地の取り組みを学
ぶために視察に行くなど、
資質向上に努め、センター
のあり方を検討することが
できた。

1：継続

Ｂ
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進捗
評価

継・
廃・新

令和３年度の実施計画 主な担当課

関係部局の連携による相談
体制づくり

福祉に関する総合窓口として
関係部局が連携し、複合的な
相談に対応できる体制をつく
る。

令和３年度から生活困窮者
自立支援窓口と権利擁護支
援センターを一体的に設置
できるよう検討し、総合相
談窓口の設置に向けた足が
かりとする。

一体的に設置できるよう準
備し、複合的な相談支援体
制の整備の足がかりとでき
た。 関係各課

①

自主防災会の育成・支援

「重点施策５①
（計画書ｐ50）」

自主防災会が訓練を実施し
た際、また資機材等を整備
した際には補助金を支給
し、継続して自主防災活動
を支援していきます。ま
た、災害時の自主防災会の
役割のひとつとして避難所
運営があります。支援の必
要な方への意見を避難所運
営に反映するためにも、高
齢者や障がいのある人及び
家族等に自主防災会への参
加を促進していきます。

自主防災会に対する事業費
補助

・防災訓練補助金
　参加人数×１５０円＋直接
経費（上限５万円まで）
・防災倉庫補助金
　９／１０補助（上限２０万
円まで）
・防災資機材補助金
　１／２補助（上限１０万円
まで）

令和２年度においても、引
き続き補助金による支援を
実施し、地域防災力の向上
に努める。

自主防災会が主催する防災
訓練が、丹波、金岩、上萱
津、川部地区で実施され、
のべ２２９人が参加した。
また、１４の自主防災会に
おいて防災資機材を、２の
自主防災会において防災倉
庫を整備した。自主防災会
が実施する訓練や資機材の
整備に対して補助金を交付
し、地域防災力の要である
自主防災会を支援すること
により、地域防災力の強化
の促進を図った。

Ａ 1：継続 令和３年度においても、引
き続き補助金による支援を
実施し、地域防災力の向上
に努める。

安全安心課

②

防災に対する意識啓発 地域サロン等へ出向き、防
災に関する知識や対策等の
出前講座を行い、住民一人
ひとりの防災意識を高めま
す。また、防災リーダー養
成講座や防災ボランティア
の養成講座及びフォロー
アップ講座を開催し、防災
ボランティアの育成に努め
ます。

防災リーダー養成講座 ・自主防災活動の指導や住民
へのアドバイスなど地域の防
災活動に取り組む防災リー
ダーを養成する講座を５月上
旬から６月下旬に開講する。
・過去に防災リーダー養成講
座を修了した人に対してレベ
ルアップ講座を１２月上旬に
開講する。

例年５月から６月に実施し
ている防災リーダー養成講
座について、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大を
防止する対策として見送る
こととなった。毎年１２月
に実施しているレベルアッ
プ講座と合わせて、講座の
実施について検討してい
く。
⇒現在、１２月に防災リー
ダー養成講座の実施を予定
している。

新型コロナウイルス感染拡
大防止により、防災リー
ダー養成講座は中止となっ
た。

Ｅ 1：継続 例年５月から６月に実施し
ている防災リーダー養成講
座について、新型コロナウ
イルス感染拡大防止によ
り、12月に延期し実施予
定。

安全安心課

避難行動要支援者名簿の制
度について、自主防災会長
に対して講話する

自主防災会の情報交換会にお
いて、避難行動要支援者名簿
の制度を、社会福祉課より説
明してもらった。

例年５月に実施している自
主防災会情報交換会につい
て、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大を防止する
対策として見送ることと
なった。

新型コロナウイルス感染拡
大防止により、中止となっ
た。

Ｅ 1：継続 例年５月に実施している自
主防災会情報交換会につい
て、新型コロナウイルス感
染拡大防止により中止。

安全安心課

避難行動要支援者支援シス
テム導入事業

住基情報や福祉情報と連携し
て避難行動要支援者の把握を
行い、避難支援等関係者（自
主防災組織・民生委員・社会
福祉協議会等）に避難行動要
支援者同意者名簿を提供する
ことにより、平常時より発災
時の避難支援方法・避難訓練
の実施に活用し、地域防災力
の向上を図る。
　また、避難支援等関係者に
働きかけ、避難行動要支援者
ごとの状況に応じた個別支援
計画を作成し、災害時の支援
体制を構築する。

避難行動要支援者システム
を公募型プロポーザルによ
る随意契約にて年度内導入
を目指す

避難行動要支援者システム
を導入した。

Ａ 1：継続 導入したシステムを活用
し、発災時の避難支援方法
の教示や避難訓練を実施す
ることで、地域防災力の向
上を図る。
また、避難支援等関係者と
行政、要支援者（家族）を
交え一体となって個別支援
計画を作成し、災害時の支
援体制を構築する。

社会福祉課

1：継続
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⑪

福祉総合相談窓口の設置 本市においても、年々複合
的な困難事例が多くなって
いるため、福祉、保健、医
療にとどまらず教育、就
労、住居、防災、人権、

税務等庁内部局の横断的な
体制づくりを進めていきま
す。

③

避難行動要支援者制度の充
実

「重点施策５②
（計画書ｐ50）」

平成23年（2011年）東日
本大震災の教訓から、避難
行動要支援者名簿を活用し
た実効性を伴う避難支援が
課題となっています。
本市においても「あま市避
難行動要支援者避難支援計
画」に拠り避難行動要支援
者名簿を作成しており、今
後は地域の協力を得ながら
避難行動要支援者個別支援
計画の作成・整備等を進め
ていきます。
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重層的支援体制整備に向け
て、ワーキングチーム編成
の検討等関係部局と連携を
図りながら進める。

Ｂ

20/20


